
社会福祉法人三彩の里 障害者支援施設三彩の里

カスタマーハラスメントに対する基本方針
１．基本方針の策定の趣旨と基本理念

当法人は「施設は誰のものか、何の為在るか」という基本理念の下、ご利用者様に安全

・安心な（介護・日常・就労）生活を提供するため、ご利用者・ご家族・地域住民の皆

様など、全ての「顧客等」との良好な信頼関係を大切に、皆様の要望に真摯に対応

し、より満足度の高いサービスの提供に向けて取り組んでおります。また、顧客等の皆

様からお寄せいただくご意見・ご要望は、当法人のサービスの改善・品質向上

において、大変貴重な機会と考えております

一方、一部の顧客等の皆様の要求や言動の中には、当法人で業務に従事する職員、役

員の人格を否定する暴言、脅迫、暴力など、職員の尊厳を傷つけるものもございます。

こうした社会通念に照らして著しく不当であるこのような行為は、職員の就業環境を

悪化させるだけでなく、当法人による安全・安心なサービスの提供にも悪影響を及

ぼしかねない重大な問題でもあります。

このため、職員の安全な就業環境を確保することで、職員が安心して業務に取り組

む こ と が 可 能 と な り 、 ひ い て は 顧 客 等 の 皆 様 と の 関 係 を よ り 良

いものにすることにつながると考え、当法人による「カスタマーハラスメントに対する基本

方針」を定めました。

この基本方針は、「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活
の充実等に関する法律」に関する令和8年10月1日施行の改正法に基づき厚生労働大臣が
定める「事業主が職場における顧客等の言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき

措置等についての指針」（以下「カスハラ対策」という）に基づき、事業主に課せられた措

置義務の一つとして作成したものです。このため、当法人は、顧客等の皆様による社会
通念上許容される範囲を超えた言動により職員の就業環境が害されること

を防止し、発生時には迅速かつ適切に毅然と対応するものといたします

2. カスタマーハラスメントの定義
（ １ ）当法人 （当施設 ） で は、当法人 が顧客等 の皆様 に禁止 し対応 を講

ずる「カスタマーハラスメント」を以下のとおり定義します。

職場において行われる①顧客等（ご利用者様・ご家族様、地域住民の皆様、関係事
業者の皆様など）の言動であって、②その雇用する労働者が従事する業務の性質その他

の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより、③労働者の就労環境

が害されるものであり、①から③までの要素を全て満たすものをいう。



なお、客観的にみて、社会通念上許容される範囲で行われる顧客等からの苦情は、正

当な申入れであり、職場におけるカスタマーハラスメントには当たりません。

また、顧客等から職員に対して、障害を理由とする不当な差別的扱いをしないよう求める

ことや、社会的障壁の除去を必要としている旨の意思を表明すること自体は、職場におけ

るカスタマーハラスメントには当たらず、必要かつ合理的な配慮を検討いたします。

（２）「職場」とは、職員が業務を遂行する場所を指し、職員が通常就業している場所以外

であっても、当該職員が業務を遂行する場所については「職場」に含まれます。取引先事業

所の事務所、取引先と会議や打合わせをするための施設外の場所、ご利用者自宅等

であっても、当該職員が業務を遂行する場所であれば「職場」に該当します。

加えて、職場におけるカスタマーハラスメントには、上記の「職場」などにおいて対面で行

われるもののみならず、電話やSNSなどのインターネット上において行われものも含
まれます。

（３）「職員」とは、いわゆる正規雇用労働者のみならず、パートタイム労働者、契約社員
派遣社員等いわゆる非正規労働者を含む当法人（当施設）が雇用する労働者（役

員、

評議員、第三委員等、当法人の業務に従事する者を含む）の全てを指します。

（４）「顧客等」とは、ご利用者様・ご家族様及びその知人の方々、地域住民の皆様、関係

従事者（その従業員や関係者を含む）、当法人（当施設）のサービスまたは当法人と
取引などの可能性のある皆様並びに当法人の事業に関係を有する（意見を述べる者を

含む）全ての方々を指します。
（５）「従事する業務の性質その他の事情にてらして社会通念上許容される範囲を超えた」

とは、社会通念に照らし、当該顧客等の言動の内容が契約内容や関係性の内容からし

て相当性を欠くもの、又は手段や態様が相当でないものを指します。

なお、その判断に当たっては、様々な要素（当該言動の目的、当該言動を受けた労

者の問題行動の有無や内容・程度を含む当該言動が行われた経緯や状況、業種・業

態、

業務の内容・性質、当該言動の態様・頻度・継続性、労働者の属性や心身の状況、
当

該言動の行為者とされる者との関係性等）を総合的に考慮するものといたします。

また、「言動の内容」及び「手段や態様」などに着目して総合的に判断し、「言動の
内容」、「手段や態様」の一方のみが社会通念上許容される範囲を超える場合でもこれ

に該当し得るものといたします。

（６）社会通念上許容される範囲を超えた言動の典型的な例は、末尾の【別紙】のとおりで



すが、これに限られるものではありません。

３. 法人（施設）の責務と対応措置
当法人は、カスタマーハラスメントの予防および発生後の迅速かつ適切、毅然とした

対応のため、以下の公務を果たし、そのための措置を講じます。

（１）当法人はカスタマーハラスメントを許さず、毅然とした対応をとること、ここに顧客

等及び職員等に宣言いたします。

（２）職場におけるカスタマーハラスメントに対する基本方針の明確化と職員および顧客等

への周知・啓発のための措置を講じます。

そのために、職場におけるカスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、職員

を保護する旨の方針を明確化し、管理監督者を含む職員に周知・啓発するとともにカスタ

マーハラスメントの内容及びあらかじめ定めた職場おけるカスタマーハラスメントへの、

対処の内容を管理監督者含む職員に周知し、そのための研修などを行います。

(３)職員が安心できるよう、職員の相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の
整備をいたします。

（４）職員に対するカスタマーハラスメントに関する定期的な研修を実施いたします。

（５）職員からカスタマーハラスメントの相談があり、またはカスタマーハラスメント

が発生した可能性のある場合は、その事案に関する事実関係の迅速かつ正確な確認 及び

適正な対処をいたします。

そのために、管理監督者等がその場で事実関係を確認し対応したり、相談窓口の 担

当者、関係部門又は専門の委員会等が、相談者から事実関係の確認を行い、必要に応

じて、周囲の職員からも事実関係を聴取したり、録音・録画等の客観的な証拠を確認

したりするとともに、カスタマーハラスメントが生じた事実が確認できた場合

においては、速やかに 被害者に対する配慮のための措置を適正に行います。

さらに、改めて職場におけるカスタマーハラスメンに関する方針を周知・啓発し、必

要な場合には、職場におけるカスタマーハラスメンの発生の原因や背景

となったサービス・接客等における問題や顧客等とのコミュニケーションの不足などの改

善を図る等の再発防止に向けた措置を講じます。

（６）職場におけるカスタマーハラスメンへの対応の実効性を確保するために必要なその

抑止のための措置を講じます。

そのために、職員に対し過度な要求を繰り返すなど特に悪質と考えられるものへの対

処の方針をあらかじめ定め、管理監督者を含む職員に周知するとともに、当該方針

において定めた対処を行う庫田が出来る体制を整備いたします。



（７）以上の責務や措置と併せて以下の措置を講じます。

①相談への対応又は当該カスタマーハラスメントに関する事後の対応に当たっては、相談
者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講ずるとともに、その旨を職員に対

して周知します。

②職員が職場におけるカスタマーハラスメントに関し相談をしたこともしくは事実関係
について当法人に協力したことを理由として、解雇その他不利益な取扱いをされない旨

を定め、職員に周知・啓発します。

（８）他の事業主の職員が当法人の職員からカスタマーハラスメントの被害を受けた可能

性があるとして、他の事業主から事実関係の確認への協力を求められた場合は、その

求めに応じるように努めます。

４. 職員の責務
（１）職員は、本方針を遵守し、職場におけるカスタマーハラスメントに対する関心と

理解を深め、顧客等に対する言動に必要な注意を払い、いかなるハラスメント（他

の事業者の職員等に対するカスタマーハラスメントを含む）にも加担しないように

努めます。

(２)職員は顧客等からのカスタマーハラスメントに対し、冷静かつ誠実に対応しつつ、自身
と同僚の安全と尊厳を守ります。

（３）困難な事案は一人で抱え込まず、速やかに上司へ報告・相談し、組織的対応

につなげ、健全な（介護・日常・就労）サービス提供環境の維持にと努めます。

（４）他方、利用者様の尊厳を守るため、利用者様への虐待や例外要件を満たさない身体拘

束は厳に慎みます。

５. 顧客等（ご利用者様・ご家族様、地域住民の皆様、関係事業者の皆様など）へのお願
い

当施設は、ご利用者様の尊厳を守り、安心・安全なサービス提供のため、顧客等

による職員へのカスタマーハラスメントを固く禁止しており、カスハラ対策法

においても、顧客等は、カスタマーハラスメント問題に対する関心と理解を深

めるとともに、職員に対する言動が当該職員の就業環境を害することのないよう、必

要な注意を払うように努めなければならないと明記されているところです。

そのため、顧客等の皆様には、相互の尊重に基づく関係づくりのため以下の点をご

理解・ご協力いただきます。

（１）ご意見やご要望は、遠慮なく冷静かつ建設的な形で伝えいただき、適切な手続きのも

とで解決に向けて共に取り組めるよう管理監督者を含めた組織的対応を行います。



（２）顧客等の皆様とのやり取りは、正確な事実確認と詳細な記録のために録音・録画

することがあります。

（３）悪質なカスタマーハラスメントに該当する行為が確認される場合には、サービス提供の

中断、利用停止、契約解除を含む必要な措置 を講じることがあります。

（４）暴行、傷害、脅迫その他の犯罪に該当しうる行為、法律に違反する行為、民法上の不

法行為 に該当 し得 る行為 に つ い て は、警察 そ の他 の関係機関 へ通報

することがあります。

さらに、法的な手続きが必要な場合には、弁護士等へ対応を委任したり、必要な法

的措置を講じたりすることがありますので、予めご留意ください。

６.カスタマーハラスメントに関する担当責任者・相談担当者
カスタマーハラスメントに担当責任者：施設長 江口司

相談担当者：ハラスメント委員会 川原彰悟


